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はじめに

近年，通勤混雑の緩和策として，交通需要管理

施策が着目されている．中でも通勤需要を時間的に分散

させる施策の有効性が確かめられ，フレックスタイム制

度は徐々に浸透しつつある ．フレックスタイム制度の

評価をする際には，混雑の外部不経済性の緩和効果だけ

に着目するのではなく，労働時間帯のずれによる業務活

動の効率低下，すなわち時間的集積の経済性への悪影響

を考慮する必要がある．筆者らはこれまで，始業時刻変

更による業務活動の効率低下の影響を考慮した通勤・始

業時刻分布を分析できる理論モデルを構築し，フレック

スタイム制度の経済評価を行った ．しかしながら，こ

れらの分析では大都市圏中心部の通勤鉄道や地方都市の

自動車通勤を念頭に置いた単一モードの下での分析にと

どまっており，自動車と鉄道の機関分担が存在する場合

への直接的な適用ができない．

さらに，最近では渋滞による環境問題，経済損失の影響

がより深刻化しており，交通需要を直接的に制御でき，即

効性が期待できるロードプライシング施策の導入が日本

でも検討されている．ロードプライシング施策の有効性

は高く，今後，重要性はさらに高まると考えられるが，よ

り効果を発揮するためには時間毎に異なる混雑料金を設

定し，時間的に集中する交通需要を適切に誘導するピー

クロードプライシングの実施が望まれる ．また，他の

施策と異なり，ロードプライシング，ピークロード

プライシング施策を導入した場合には料金収入が発生す

る．機関分担が存在する下では，これらの施策は自モー

ドの交通需要を時間的に分散させるだけでなく，他モー

ドへの転換も促すことが予想されるため，料金収入を他

モードの交通サービス向上のために利用することも考え

られている ．言い換えれば，料金収入を適切に配分し，

機関分担を適切に制御できれば，より最適な状況が達成
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できると考えられる．

本研究では，以上の視点に立ち，より効果が発揮でき

ると考えられるフレックスタイム制度とピークロードプ

ライシング施策を組み合わせた施策を考え，自動車と鉄

道の機関分担が存在する下での最適な通勤・始業時刻分

布を分析できる理論モデルを構築する．さらに，各種の

施策がなく一斉始業の基本ケースと比較することにより

機関分担，効用がどのように変化するかを分析し，フレッ

クスタイム制度とピークロードプライシング施策を組み

合わせた施策の効果を明らかにする．

自動車・鉄道通勤の問題と理論研究の概要

既往の理論研究の概要

自動車通勤の出発時刻分布に関する先駆的な研究は

によってなされた ． は旅行費用として，

混雑による不効用と，通勤開始時刻と実際の到着時刻の

ズレによる不効用を考慮しながら，通勤者の出発時刻を

決定するという分析を行い，この出発時刻選択問題を通

して時間的に変動する混雑料金について分析を行った．

らはこの考えを発展させ，特定の時間帯に混雑料

金を課した場合の効果について分析している ．越は時

差始業や混雑料金による混雑緩和効果について帰宅時を

含めた研究を行い，ボトルネック 以下， と略す の

容量制約による混雑の発生と混雑軽減のための方策を明

らかにしている ．以上の研究は，ボトルネック混雑問

題を扱う理論的な方法を提供しており，本研究も大いに

参考にしているが，いずれも始業時刻分布を与件として

扱っているため，始業時刻選択による混雑への影響を考

慮できない．赤松らは，この点を改良し，始業時刻選択

に関する動的な均衡条件を基に通勤不効用を最小にする

始業時刻分布を導出している ．しかし，始業時刻の変

更による業務効率の影響については考慮できていない．

フレックスタイム制度に関連して，労働時間帯の重な

りの重要さを表す「時間的集積の経済性」の効果を初めて

言及したのは である． は，都市に

おいて つの企業のみが存在すると仮定し，フレックス

タイム制下での通勤者の通勤時刻選択行動を分析し，時



間的集積の経済性の高い職種の通勤者はピーク時に通勤

し，そうでない通勤者はその前後に分散するという興味

深い結果を示している ．しかしながら，交通混雑関数

に工学的な基礎が乏しく，実証性に問題があった．文・

米川は，この点を改良し，フレックスタイムを行う従業

者の通勤時刻選択行動を分析し，一斉始業制をとる企業

とフレックスタイム制をとる企業の利潤を比較した ．

しかしながら，労働時間帯の変更による帰宅時の影響ま

では考慮されていない．

一方，鉄道通勤における出発時刻分布に関連する研究

として，小林らは鉄道通勤市場が時刻別に差別化されて

いることに着目し，通勤者の時刻選択行動と鉄道事業者

の輸送力供給行動を内生化した部分均衡論的モデルの構

築を行っている ．その結果，通勤者の出発時刻の選択

行動と鉄道企業の時刻別輸送サービスの供給行動が自由

に行われる状況下の市場均衡は社会的に最適ではないこ

とを示し，列車の時間帯ごとの運行頻度などをコントロー

ルする施策，ピークロードプライシング施策により時間

帯別運賃を課すことによって通勤者をコントロールする

施策の導入により，社会的に望ましい状態が作り出せる

ことを明らかにした．吉村・奥村は，以上の均衡論的な

考え方を援用し，労働時間の長さが可変で始業時刻が自

由に選択できる「スーパーフレックス」制度下における

問題に拡張した ．これより，社会的に最適な始業時刻

分布パターンは有限個であることを示し，その経済評価

を行いスーパーフレックス制度の効果を明らかにしてい

る．さらに，労働時間の長さが一定である「フレックス

タイム」制度の場合の理論的な分析を行い，フレックスタ

イムのみの下で実現する通勤・始業時刻分布 ，フレッ

クスタイムにピークロードプライシングを組み合わせて

社会的に最適な状況にした場合に実現する通勤・始業時

刻分布 をそれぞれ分析できる理論モデルを構築し，施

策の経済評価を行っている．

以上の研究は，単一交通機関に対する出発時刻選択を

分析する理論モデルを供給しており，複数交通機関に対

しては直接扱えないが，本研究でもこれらの考え方を援

用する．

複数交通機関を扱ったピークロードプライシングの研

究として， は自動車通勤の代替手段としての鉄

道を考え，鉄道の限界費用を一定とした場合の機関分担

率を理論的に求めている．さらに，社会的通勤費用を最

小化する自動車混雑料金の設定額について明らかにして

いる ． は，この考えを拡張し，

鉄道運賃に限界費用価格，平均費用価格を設定した分析

を行っている ． らは，古典的な都市交通経済学

の枠組みを応用し，道路に混雑料金を課金した際に，最

適となる道路と鉄道の施設容量，鉄道の運賃を求めると

いう次善最適問題を扱うことを試みた ．

いずれの研究も，鉄道通勤の出発時刻分布を扱えない

ため，鉄道に対して混雑料金を課すといったケースの分

析ができず，鉄道通勤者の出発時刻分布がどのような影

響を受けるかといった分析ができない．

本研究の考え方

本研究では，自動車・鉄道通勤の通勤・始業時刻分布

を分析するために，既往の理論研究を参考に通勤者の通

勤にかかる不効用に着目する．自動車・鉄道通勤に関す

る動的な問題を扱う際の注意点としては，自動車通勤で

は での混雑の影響が後から流入する通勤者に波及す

る．そのため，通勤不効用は通勤順序ごとに差別化する

必要がある．一方，鉄道通勤では列車内での混雑が問題

となり，混雑は後から通勤する通勤者へ影響を及ぼさな

い．そのため，同じ列車に乗っている通勤者の不効用は

等しくなるが，時刻ごとには差別化される．このように，

自動車通勤と鉄道通勤では効用の考え方が異なるため，

本質的に異なる問題となる．

また，自動車と鉄道で通勤不効用は相互に影響を及ぼ

さないため，通勤時刻選択は，機関毎に独立と考えるこ

とができる．しかしながら，業務効率は全通勤者の労働

時間分布に影響を及ぼされるため，始業時刻選択におい

ては，両交通機関の利用者を同時に考える必要がある．

本研究では，これらの点を明示的に取り込み，効用の

定式化を行う．

効用の定式化

モデル化の仮定

図 のように つのベッドタウンと が平行す

る通勤道路と通勤鉄道で結ばれている都市を考える．通

勤道路の の直前には が存在し，交通容量 台

分 を超える流入があれば，そこに が発生す

る．また，追い越しは認められていないとする

原則 ．

均質な 人の通勤者が自動車か鉄道を用いて通勤を行

う．なお，アクセス，イグレスは考えない．ピークロード

プライシングを実施する際は， の出口，もしくは

中心駅で時刻ごとに異なる所定の混雑料金を賦課する．

自動車通勤による不効用

自動車通勤者で 番目に自宅を出発する通勤者の出勤

時不効用 は式 で表され， での混雑待ち不

効用 右辺 項 ，自宅を早く出発することに関するスケ

ジュールコスト（右辺 項），ガソリン代 右辺 項 お

よび混雑料金 円 からなるとする．



図 想定する都市

ただし， は自宅出発時刻， は出社 流出

時刻， は自由走行区間の所要時間 分 一定 である．

はそれぞれ出勤時の混雑不効用の時間価値 円

分 ，スケジュールコストの時間価値 円分 ，スケジュー

ルコストの基準時刻を表す．ガソリン代は通勤所要時間

に比例するとし，単位時間あたりのガソリン代 円分

はガソリン単価 円 燃費 法定分速 分

で与えられるとする．

帰宅時も同様に考え，自動車通勤者 の帰宅時不効用

は次式で表されるとする．

ただし， は帰宅時刻， は退社 流入 時刻であ

る． はそれぞれ帰宅時の混雑不効用の時

間価値 円分 ，スケジュールコストの時間価値 円分 ，

スケジュールコストの基準時刻，混雑料金 円 を表す．

鉄道通勤による不効用

時刻 に に到着する鉄道通勤者の出勤時不効用

は式 で表され，列車内混雑による不効用 右辺

項 ，自宅を早く出発することに関するスケジュールコ

スト 右辺 項 および混雑料金 円 からなると

する．

ただし， は時刻 に に到着列車の混雑

度を表し， 乗車人数 列車定員 で定義する．つまり，

のとき定員輸送を意味する． は混雑度の弾力

値， は通勤時間 分 一定 である．

鉄道の出勤時の時刻別輸送力を ，時刻 までに

に到着する累積鉄道通勤者数を とすれば，時

刻別鉄道通勤者数 は混雑度と輸送力の積として表

される．

ただし， である．

総輸送費用 は鉄道通勤時間帯 につい

て，時刻別輸送力 の関数を積み上げたものとして

表されると仮定する．

ただし， はそれぞれ輸送費用の比例係数，弾力値を

表す．

なお，鉄道輸送においては固定費用の占める割合が大

きいと考えられるが，固定費用は鉄道通勤者数によらず

一定と考えられること，また，本研究の対象が即効性を

期待する 施策であることより，本研究では施設量

は一定と考え，ここでは固定費用を無視する．

帰宅時も同様に考え，時刻 に を出発する鉄道

通勤者の帰宅時不効用 を次式で表す．

ただし， は時刻 に を出発する列車の混雑度

である．

鉄道の帰宅時の時刻別輸送力を ，時刻 までに

を出発する累積鉄道通勤者数を とすれば，次

式が成立する．

帰宅総輸送費用 は鉄道帰宅時間帯 につ

いて，時刻別輸送力 の関数を積み上げたものとして

表されると仮定する．

出勤時基本運賃 ，帰宅時基本運賃 は混雑料

金とは区別し，それぞれ総輸送費用 を総

括原価方式に従い，鉄道通勤者数 で除した金額を転

嫁すると仮定する．また，ピークロードプライシング実

施時には，基本運賃と混雑料金を足したものを運賃とし

て，各通勤者から徴収する．出勤時運賃 帰宅時

運賃 は次式で表される．

一般企業の生産活動の定式化

本研究では， に倣い，各時点における都市

内で労働している従業者数を取り入れた瞬間的な生産関

数を定義し，時間的に変動する集積の効果を考慮する．

従業者あたりの 日の生産額が，この従業者の 日の賃金

に等しいとすると，時刻 に始業する従業者の 日の賃

金 は， 従業者あたりの瞬間的な生産関数

を用いて次式のように定義できる．

ここで， 分 は労働時間の長さで始業時刻に関係なく

一定とする． は各一般企業の技術水準を表すパラメー

タ， は時間的集積の経済性の大きさを表すパラメータ



であり， つの都市内では一定値をとるとする． は

時点 に都心全体で業務を行っている従業者数を表す．

ここで，時刻 における自動車通勤者の累積始業者数

を ，鉄道通勤者の累積始業者数を とする．こ

のとき，労働時間 が十分に長く全員が労働する時間が

存在すると，式 は次式で書き換えられる．

ただし， は最も早く 遅く 始業する通勤者の始業

時刻を表す．

通勤者の効用

自動車通勤者 が最終的に獲得する 日の効用

は，以下のように表すことができる．

ここで， は であり， の逆関数で

ある．

一方，鉄道通勤者 が最終的に獲得する 日の効用

は，以下のように表すことができる．

ここで， はそれぞれ，

であり， の逆関数

である．

社会的厚生水準の定式化

政府の目的はすべての一般企業の総生産額と自動車・

鉄道の各通勤者の出勤・帰宅時不効用，鉄道企業の輸送

費用，混雑料金収入からなる社会的厚生水準を最大にす

ることにある．総生産額が賃金に，総輸送費用が基本運

賃にそれぞれ転嫁されていることを考慮すれば，社会的

厚生水準 は次式により定義できる．

ただし， は自動車通勤者数を表し， で

ある．

最適通勤・始業時刻分布と機関分担決定問題

フレックスタイム制度とピークロードプライシング施

策を同時に実施し，時刻別鉄道輸送力 ，および

混雑料金 を制御して，前節で定

式化した社会的厚生水準 を最大化することを考えよ

う．なお，労働時間の長さが 分 で一定であることか

ら，以後，帰宅時の時刻を 分 して扱う．また，シ

ステム全体の分布に影響を与えないため，通勤所要時間

を微小時間に，スケジュールコストの基準時刻

を に， と は等しく に， と は等しく

として扱う．

自動車通勤の最適通勤時刻分布

スケジュールコスト，賃金の性質より，通勤者が合理

的に行動する限り，自動車通勤者がいる時間帯には

流出率は常に 台分 となり，流出が連続的になる．自

動車通勤者数 が与えられたとき，最適な状況を作り

出すには 流出率が で維持され，さらに での混

雑が発生しないように混雑料金 を設定すれ

ばよい 詳細は付録 参照 ．このとき，社会的には混雑

料金収入分だけの社会的厚生水準の節約，つまり，外部

不経済の内部化が可能である．以上をまとめると，自動

車通勤者の通勤時刻分布 は，始業

時刻分布 によらず自動車通勤者数 を用いて次

式の一般形で表される．

ただし， ， はそれぞれ自動車通勤者の最早出社時刻，

退社時刻を表し，次節で求められる始業時刻分布により

決定される．

機関分担を考慮した最適始業・鉄道通勤時刻分布決

定問題

前節の結果を用いると，社会的厚生水準 は

で書き換えられる．社会的厚生水準最大化問題は，時刻

別出社，始業，退社者数と始業時刻の変化による賃金の

増分に関する物理条件を制約条件に持ち，時刻別混雑度

，輸送力 ，始業者数 を制御変数

とする最適制御問題となる 導出の詳細は付録 参照 ．



図 最適始業時刻分布パターン

この問題は，出勤時と帰宅時で対称形をなしており，通

勤・始業時刻時刻分布は対称形となる．ただし，

， である．

以上の問題は，フレックスタイム制度により始業時刻

の制約を緩和し，ピークロードプライシングにより外部

不経済を完全に内部化できる問題であり，求められる社

会的厚生水準はシステム全体の上限値を示す．この問題

はシステム最適問題となり，最適制御理論を用いること

により求解できる．なお，混雑料金収入を通勤者に全額

還元し，システム最適問題より得られた機関分担率を変

更しないように自動車と鉄道通勤者への各還元額を決定

すれば，各通勤者の最終的に獲得する効用も最大とする

ことができる．

制御変数 は，目的汎関数 ，制約条件式

のいずれについても線形である．そのため，この問題は

に関して， 制御問題となっている．

つまり， ， は もしくは， に関する

状態制約条件を等号で満足するかのいずれかを取る．こ

のとき，スケジュールコスト，賃金の式形を考慮すると，

のとき， もしくは

の区間が存在すれば，必ず社会的厚生水準を悪化させ

るため， は とはなり得ない．このとき，自動

車通勤者の累積始業時刻者数 は，次式のいずれかで

表される．

以上から，社会的厚生水準を最大化にするような始業

時刻分布パターンで，最適制御問題における最適性条件

必要条件 を満たすパターンは，自動車通勤，鉄道通勤そ

れぞれについて以下の つのパターンに限定される 図

．そのため，社会的厚生水準を最大化する全通勤者

の始業時刻分布パターンは，これら パターンずつの組

み合わせである パターンに限定される 鉄道通勤の通

勤・始業時刻分布の解は付録 参照 ．ただし，一斉始業

の時刻は，自動車通勤者と鉄道通勤者で等しくなる．

全員が一斉始業

一斉始業者の前後にフレックス始業者が存在

全員がフレックス始業

フレックスタイム・ピークロードプライシングの経

済評価

前節までのモデルを用いて，フレックスタイム制度お

よびピークロードプライシング施策を同時に実施した際



図 一斉始業下の通勤時刻分布と機関分担

図 フレックス制度下の最適通勤・始業時刻分布

の経済評価と機関分担に与える影響を，無政策下である

一斉始業のケースと比較し考察する．

経済評価の数値計算に用いる各係数の値は，通勤鉄道

を対象とする過去の実証研究 における混雑不効用関

数の南海本線の推定値を用い ，大阪市の地下鉄四

つ橋線を対象とする費用構造分析 を参考に

円分 と設定する．また， 円分 ，

円分 ， 円分 台分 ，

人 ， 分 ， ， 全通勤者が一

斉始業・終業のときの 通勤者あたりの 日の賃金が

円 になるように設定する．

一斉始業下における通勤時刻分布を図 に示す．こ

の数値例では， ， である．出勤

時，帰宅時の自動車通勤時間帯は 分 ，鉄道通勤時間

帯は 分 となった．

フレックスタイム制度とピークロードプライシング施

策を同時に実施した下での最適通勤・始業時刻分布を求

めると，図 に示す結果となった． ，

である．出勤時，帰宅時の自動車通勤時間帯は

分 ，鉄道通勤時間帯は 分 となった．

この数値例では，フレックスタイム制度とピークロー

ドプライシング施策を同時に実施する システム最適下

と，基本ケースと比べ，自動車通勤者数が 人減少

した．一方，鉄道通勤者数が増加するが，鉄道通勤時間

帯の長さは短縮されるため，鉄道混雑が平均的には悪化

する．

図 効用の構成成分別の比較

このとき，各施策下での１人あたり効用を比較すると，

一斉始業である基本ケースが 円 であるのに対し，

システム最適下では１人あたり効用 円 となり，

円 の効用の上昇が見られた 図 ．各施策下にお

ける各機関の効用の構成成分別の比較を行うと図 の

ように表される．システム最適下では，一斉始業下と比

べ，賃金が自動車利用者で 円 ，鉄道利用者で 円

低下する．しかし，自動車利用では混雑とスケジュール

コストが となるため，鉄道利用ではスケジュールコス

トが となり，混雑不効用，基本運賃の減少がもたらされ

るため，最終的な効用は大幅に増加する．なお，システム

最適下では，混雑料金収入を通勤者に還元し，各通勤者の

最終的に獲得する効用が最大となるようにしている．こ

の数値例では，自動車利用者の混雑料金支出は 円 と

大きく，また混雑料金の還元額は，鉄道利用者との調整

から平均的には支出額に対して小さくなっている．この

ように，機関分担が存在する場合では，混雑料金を還元

する場合，最適解の機関分担率を変更しないように混雑

料金収入の一部を他機関へ還元する必要がある．

おわりに

本研究では，自動車・鉄道の機関分担が存在する状況に

おいて，システム最適政策であるフレックスタイム制度

とピークロードプライシングを同時に実施した下での，

通勤・始業時刻分布を分析できる理論モデルを構築，求解

した．結果より，必要条件を満たす始業時刻分布パター

ンは，自動車，鉄道とも パターンであり，その組み合わ

せ数である パターンが，最適パターンとなりうること

を明らかにした．また，数値計算を通して，施策の導入に

より機関分担率が変化することを確認するとともに，経

済評価を行い各項目への正負の影響を明らかにした．

なお本分析では，鉄道輸送力を連続時間上の関数で表



現しており，またアクセス，イグレス時間を考慮していな

い．そのため，本モデルの適用範囲は，鉄道輸送密度が

高く，混雑問題が深刻な三大都市圏内の都市などに限定

される．鉄道が高密度で運行されていない地方中枢都市

圏などへの適用は難しく，このような都市圏への適用は，

輸送力を離散化して扱うなどの工夫が必要であろう．ま

た，全通勤者が自動車，鉄道のいずれも利用でき，容易に

交通機関を変更できることを仮定している．業務の必要

性から自動車通勤しかできない場合や，そもそも他機関

を利用する意志がない通勤者などが多いケースでは，本

モデルを直接適用できない．しかしながら，本枠組みで

は，どの程度の通勤者が機関変更することが望ましいの

かといったことを明らかにできるため，実際に利用変更

意志のある通勤者数が，最適値を越えるようなケースで

は，適用可能であろう．
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付録 自動車通勤の最適通勤時刻分布の導出

実現する通勤時刻分布においては，自動車通勤者に関

して等効用条件が成立する必要がある．

ただし， ， ，

である．このとき， が

成立していると仮定すると，式 の各項はそれぞれ独

立に成立する必要があり，次式を満足する．

式 に着目し，最早自動車通勤者 の混雑料金，ボ

トルネックでの待ち時間が になることに注意すると，

次式が導かれる．

なお，スケジュールコスト，賃金の式形より，出社時刻

分布 は次式を満足する．

このとき，出勤時不効用 は次式となる．

また，式 を用いると，社会的厚生水準 の

自動車出勤に関する項は，



となる．式 の積分項 混雑料金収入 を最大にする

には，式 および と の物理的な関係より，

のとき達成できる．

同様の議論により， の関係に依ら

ず，常に が保証され，式

が導かれる．

付録 鉄道通勤の等効用条件と最適始業・鉄道通勤時

刻分布問題の導出

実現する通勤時刻分布においては，鉄道通勤者に関し

て等効用条件が成立する必要がある．

このとき， が成立していると仮定す

ると，式 の右辺の各項はそれぞれ独立に成立する必

要があり，次式を満足する．

式 に着目し，最早鉄道通勤者の出社時刻 で

混雑料金，混雑度が になることに注意すると，次式が

導かれる．

このことより，社会的厚生水準最大化問題においては，制

御変数 混雑料金 の代わりに混雑度 を用いる

ことができる．また，社会的厚生水準を最大にする

より，上式を用いて，混雑料金を決定すれば，鉄道通勤に

関する等効用条件を満足することができる．このとき，

出勤時不効用 は次式となる．

また，社会的厚生水準 の鉄道出勤に関する項を書

き換えると，次式が成立する．

社会的厚生水準最大化問題においては，上式を目的関数

として用いればよい．

以上の関係は，同様の議論により， の

関係に依らず常に成立する．

付録 鉄道通勤の通勤・始業時刻分布の理論解

節で求められた各始業時刻分布パターンにおける

鉄道通勤・始業時刻分布の解は以下の通りである 図 ．

完全一斉始業パターン

鉄道通勤者が に一斉始業するとき，鉄道通勤者の

通勤・始業時刻分布は，自動車通勤者の影響を受けない

ため，鉄道通勤者数 を与件として，出勤時間帯の時刻

別混雑度 ，時刻別輸送力 ，累積出社者率 は

次式で表される．

ここで， である．

出社する通勤者が存在する時間帯 は次式で

表される．

混雑料金 は以下のように制御する必要がある．

ただし，混雑料金を除いた効用が最小となる最早通勤者

の混雑料金を と仮定した．

なお，この区間では， であ

る．帰宅時間帯は，出勤時の対称形として求めることが

でき，解の記述は省略する．

以上より，出勤時基本運賃 は，鉄道通勤者数

を与件として，以下の通り求められる．

出勤時総輸送費用 ，混雑料金収入 は以下の

通り求められる．

以上の解を式 に入れ，自動車通勤者の始業時刻

分布 に応じて積分すれば を求めることが

できる．さらに，通勤者数に関する条件 を満足し，

社会的厚生水準 を最大にする を求めることによ

り，最適な機関分担率が求められる．



一斉始業／フレックス始業混在パターン

一斉始業／フレックス始業混在パターンでは，フレ

ックス始業者，終業者がいない時間帯の通勤時刻分布は，

完全一斉始業パターンと同じである．出勤時と帰宅時

が対称形であることを利用し， の区

間の鉄道・自動車通勤者がフレックス終業する通勤者が

いる区間の解を示す．このとき，解は以下のような 元

連立微分方程式として求められる．

ただし， は の随伴変数である．このとき，鉄

道混雑度 ，輸送力 は次式で求められる．

以上の数値解を式 に入れ，自動車通勤者の始業

時刻分布 に応じて積分すれば を求めるこ

とができる．さらに，通勤者数に関する条件 を満

足し，社会的厚生水準 を最大にする を求めるこ

とにより，最適な機関分担率が求められる．なお， ，

は時刻 で不連続に変化するが，軌道が

対称形であることを利用して，跳躍条件を満たすように

自動車・鉄道の分担を考慮したフレックスタイム制度下の最適通勤・始業時刻分布の分析

吉村　充功 ・奥村　誠

　本研究では，自動車・鉄道の機関分担が存在する状況において，フレックスタイムとピークロードプライ

シングの組み合わせ下での最適な通勤・始業時刻分布を分析できる理論モデルを構築，求解した．このとき，

混雑緩和という外部不経済の緩和だけでなく，フレックスは時間的集積の経済性の低下をもたらすという負

の効果を考慮した．結果より，必要条件を満たす始業時刻分布パターンは，自動車，鉄道とも パターンで

あり，その組み合わせ数である パターンが，最適パターンとなりうることを明らかにした．また，数値計

算より施策の導入により機関分担率が変化することを確認するとともに，経済評価を行い各項目への正負の

影響を明らかにした．

・

接続することができる．

完全フレックス始業パターン

鉄道通勤者が出社と同時に始業し，終業と同時に退社

する完全フレックス始業を行う場合，解は以下のような

元連立微分方程式として求められる．

ただし， は の随伴変数である．このとき，鉄

道混雑度 ，輸送力 は次式で求められる．

なお， で

ある．

以上の数値解を式 に入れ，自動車通勤者の始業

時刻分布 に応じて積分すれば を求めるこ

とができる．さらに，通勤者数に関する条件 を満

足し，社会的厚生水準 を最大にする を求めるこ

とにより，最適な機関分担率が求められる．




